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県営上溝団地特定事業 入札説明書等の修正 新旧対照表（令和３年 12 月 13 日） 

資料名：別添資料１ 要求水準書 入居者移転支援編 

№ 頁 新 旧 

1 11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 総則 

３ 仮移転支援業務 

（４）業務内容 

③ 仮住居の入居前準備業務 

ア 業務内容 

(ｱ) 仮住居の現況調査及び修繕内容のリスト作成 

（略） 

【仮住居修繕の基準】 

修繕は、原則として一律の基準で行うものとする。 

「設備」 

・全戸で実施するものとし、浴槽、風呂釜、換気扇及び湯沸かし器等

の設備の交換を行う。 

「内装等」 

・玄関扉の鍵の交換を行い、必要に応じて、畳、床板、壁紙の交換等

を行う。 

第１ 総則 

３ 仮移転支援業務 

（４）業務内容 

③ 仮住居の入居前準備業務 

ア 業務内容 

(ｱ) 仮住居の現況調査及び修繕内容のリスト作成 

（略） 

【仮住居修繕の基準】 

修繕は、原則として一律の基準で行うものとする。 

「設備」 

・全戸で実施するものとし、浴槽、風呂釜、換気扇及び湯沸かし器等

の設備の交換を行う。 

「内装等」 

・必要に応じて、畳、床板、壁紙の交換等を行う。 
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資料名：別添資料３ 様式集 

№ 頁 新 旧 

1 1 Ⅰ 提出書類の作成要領 

１ 提出書類の作成・提出に関する留意事項 

・提出書類は、入札説明書等に記載されている提出書類の契約上及び審

査上の位置づけを確認した上で作成し提出すること。 

・「Ⅱ ３入札時の提出書類」について、(1)は正本１部、(2)は正本１部、

副本 2 部提出、(3)から(10)は正本１部、副本 20 部提出すること。な

お、副本のうち１部は製本せずクリアファイル等に入れて提出するこ

と。 

Ⅰ 提出書類の作成要領 

１ 提出書類の作成・提出に関する留意事項 

・提出書類は、入札説明書等に記載されている提出書類の契約上及び審

査上の位置づけを確認した上で作成し提出すること。 

・「Ⅱ ３入札時の提出書類」について、(1)及び(2)は正本１部、副本 2部

提出、(3)から(10)は正本１部、副本 20 部提出すること。なお、副本の

うち１部は製本せずクリアファイル等に入れて提出すること。 

2 2 Ⅱ 提出書類の一覧 

３ 入札時の提出書類 

(1) 入札書等 

様式番号 提出書類の名称 提出部数 提出方法 

様式 3-1-1 入札書 
正本１部 

封筒で提出 

様式 3-1-2 入札価格内訳書 
二つ折りし封筒
で提出 

 

Ⅱ 提出書類の一覧 

３ 入札時の提出書類 

(1) 入札書等 

様式番号 提出書類の名称 提出部数 提出方法 

様式 3-1-1 入札書 
正本１部 
副本２部 

封筒で提出 

様式 3-1-2 入札価格内訳書 
正本１部 
副本２部 

二つ折りし封筒
で提出 

 

3 5 Ⅲ 入札参加関連の提出書類の提出方法 

４ 入札時の提出書類 

(1) 入札書等【正本１部】 

Ⅲ 入札参加関連の提出書類の提出方法 

４ 入札時の提出書類 

(1) 入札書等【正本１部・副本 2部】 
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№ 頁 新 旧 

4 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 入札参加関連の提出書類の提出方法 

４ 入札時の提出書類 

(10) 設計図書等【正本１部・副本 20 部】 

※表中 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

2 
建築計画概
要書 

・様式に従って記載すること。 

2 
※２枚に納ま

らない場合

「３枚以上」

も可 

Ａ３ 

3 
建替住宅面
積表 

・様式に従って記載すること。 

１ 
※1 枚に納ま

らない場合

「複数」も可 

Ａ３ 

4 
住棟別面積
表 

・様式に従って記載すること。 

2 
※２枚に納ま

らない場合

「３枚以上」

も可 

Ａ３ 

（略） 

 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

10 
建替住宅平
面図及び屋
根伏図 

・建替住宅の各階平面図及び
屋根伏図を図示すること。 

・複数棟の場合、それぞれの棟
毎に図示すること。 

・平面図には室名・住戸タイ
プ・床面積を記載すること。 

・壁については、各住戸の界壁
を記載すること。 

1/棟 
※住棟数によ
り枚数が変わ

るため 
※1 枚/棟に
納まらない場
合「複数/
棟」も可 

Ａ３ 

[S=1/300] 

（略） 
 

 

Ⅲ 入札参加関連の提出書類の提出方法 

４ 入札時の提出書類 

(10) 設計図書等【正本１部・副本 20 部】 

※表中 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

2 
建築計画概
要書 

・様式に従って記載すること。 2 
（新設） 

Ａ３ 

3 
建替住宅面
積表 

・様式に従って記載すること。 
１ 

（新設） Ａ３ 

4 
住棟別面積
表 

・様式に従って記載すること。 2 
（新設） Ａ３ 

（略） 

 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

10 
建替住宅平
面図及び屋
根伏図 

・建替住宅の各階平面図及び
屋根伏図を図示すること。 

・複数棟の場合、それぞれの棟
毎に図示すること。 

・平面図には室名・住戸タイ
プ・床面積を記載すること。 

・壁については、各住戸の界壁
を記載すること。 

1/棟 
※住棟数によ
り枚数が変わ

るため 
（新設） 

Ａ３ 

[S=1/300] 

（略） 
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№ 頁 新 旧 

4 7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

※表中 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

14 
建替住宅断
面図 

・建替住宅のみの断面図で、長
辺方向及び短辺方向を各１
面とすること。 

・複数棟の場合、それぞれの棟
毎に図示すること。 

1/棟 
※住棟数によ
り枚数が変わ

るため 
※1 枚/棟に
納まらない場
合「複数/
棟」も可 

Ａ３ 

[S=1/300] 

15 
建替住宅立
面図 

・建替住宅のみの立面図で、２
面とすること。 

・複数棟の場合、それぞれの棟
毎に図示すること。 

1/棟 
※住棟数によ
り枚数が変わ

るため 
※1 枚/棟に
納まらない場
合「複数/
棟」も可 

Ａ３ 
[S=1/300] 

（略） 
 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

17 

建替住宅 
住戸タイプ
別平面図
（設備図） 

・各タイプ別に換気・給排水・
ガス・電気等の設備配管経
路がわかる表現とするこ
と。 

・換気・給排水・ガス・電気等
の設備ごとに作成するこ
と。 

・標準プランと同じ場合は省
略可とする。 

設備ごと
に 1/タイ

プ 
※タイプ数に
より枚数が変

わるため 

Ａ３ 

[S=1/50] 

（略） 
 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

24 
用地活用計
画図 

・余剰地について、敷地境界
線、敷地面積、施設等の用途
を記載すること。 

・余剰地を敷地分割する場合
は、各々の敷地について、上
記内容を記載すること。 

1 
※1 枚で納ま
らない場合、
「複数」も可 

 

Ａ３ 

[S=1/300] 

 

※表中 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

14 
建替住宅断
面図 

・建替住宅のみの断面図で、長
辺方向及び短辺方向を各１
面とすること。 

・複数棟の場合、それぞれの棟
毎に図示すること。 

1/棟 
※住棟数によ
り枚数が変わ

るため 
（新設） 

Ａ３ 

[S=1/300] 

15 
建替住宅立
面図 

・建替住宅のみの立面図で、２
面とすること。 

・複数棟の場合、それぞれの棟
毎に図示すること。 

1/棟 
※住棟数によ
り枚数が変わ

るため 
（新設） 

Ａ３ 
[S=1/300] 

（略） 
 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

17 

建替住宅 
住戸タイプ
別平面図
（設備図） 

・各タイプ別に換気・給排水・
ガス・電気等の設備配管経
路がわかる表現とするこ
と。 

（新設） 
 
 
・標準プランと同じ場合は省
略可とする。 

1/タイプ 
※タイプ数に
より枚数が変
わるため 

Ａ３ 

[S=1/50] 

（略） 
 

番号 設計図書等 記載事項及び留意点 
最大 
枚数 

用紙ｻｲｽﾞと
縮尺 

24 
用地活用計
画図 

・余剰地について、敷地境界
線、敷地面積、施設等の用途
を記載すること。 

・余剰地を敷地分割する場合
は、各々の敷地について、上
記内容を記載すること。 

1 
（新設） 

 

Ａ３ 

[S=1/300] 

 



- 5 - 

№ 頁 新 旧 

5 48 様式 3-3-4      県内経済への配慮（定量）        1/2 

（略） 

２ 県産木材の活用  ※用地活用業務は除く 

（表略） 

 

（使用量の内訳） 

（表略） 

※ 使用を確約できる「木材」の使用量を記入すること。 

※ 適宜行を追加すること。 

※ 「木材」の使用量は、建築物の構造材、内装材等とし、型枠や足場等

は除きます。 

様式 3-3-4      県内経済への配慮（定量）        1/2 

（略） 

２ 県産木材の活用  ※用地活用業務は除く 

（表略） 

 

（使用量の内訳） 

（表略） 

※ 使用を確約できる「木材」の使用量を記入すること。 

※ 適宜行を追加すること。 

（新設） 



- 6 - 

№ 頁 新 旧 

6 50 （様式 3-3-5） 

資金調達計画 

１．県営住宅等整備業務費（千円） 

事業費 
（千円） 

資金の調達内訳 

自己資金 借入金 前金払 合計 

〇年度      

〇年度      

〇年度      

〇年度      

合計      

 

２．入居者移転支援業務費等（千円） 

事業費 
（千円） 

資金の調達内訳 

自己資金 借入金 合計 

〇年度     

〇年度     

〇年度     

〇年度     

合計     

 

３．用地活用業務費（千円） 

事業費 
（千円） 

資金の調達内訳 

自己資金 借入金 合計 

〇年度     

〇年度     

〇年度     

〇年度     

合計     
 

（様式 3-3-5） 

資金調達計画 

１．県営住宅等整備業務費 

事業費 
（千円） 

資金の調達内訳 

自己資金 借入金 その他 合計 

〇年度     

〇年度     

〇年度     

〇年度     

合計     

 

２．入居者移転支援業務費等 

事業費 
（千円） 

資金の調達内訳 

自己資金 借入金 その他 合計 

〇年度     

〇年度     

〇年度     

〇年度     

合計     

 

３．用地活用業務費 

事業費 
（千円） 

資金の調達内訳 

自己資金 借入金 その他 合計 

〇年度     

〇年度     

〇年度     

〇年度     

合計     
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№ 頁 新 旧 

6 50 注） 

（１～３に共通） 

（略） 

・1.と 2.については、各年度の事業費を様式 3-3-6 の各年度の合計と一

致させること。 

・初年度の自己資金については、預金残高証明等、自己資金残高を示すも 

のを本様式に添付すること。なお、自己資金に出資金などを含む場合、

内訳を示した資料を添付すること。 

（略） 

・前金払には「部分払」や「対価の支払い」を含めないこと。なお、前払

金を想定する場合、様式 3-3-6〈前金払算定用〉により算定することと

し、算定等資料を添付すること。 

注） 

（１～３に共通） 

（略） 

・1.と 2.については、各年度の合計を様式 3-3-6 の各年度の合計と一致

させること。 

・初年度の自己資金については、預金残高証明等、自己資金残高を示すも

のを本様式に添付すること。（新設） 

 

（略） 

（新設） 
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№ 頁 新 旧 

7 52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 3-3-6 ※別添の Microsoft Excel の様式で作成してください。 

（略） 

入札価格内訳書(詳細) 

（略） 

〈前金払算定用〉 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

前金払の算定対象業務費     円 

注）上記は、提案時点の額とし、実際の額は契約後に特定事業契約に基づき
算出するものとする。 

  資金調達計画において、前金払を想定しない場合は、本項目は記載する
必要はありません。 

 

１．県営住宅等整備業務費の内訳 

（１）設計費関係（実施設計等、調査費等（工区単位） 

設計費関係（工区単位内訳） 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

設計費関係（〇工区）     円 

設計費関係（〇工区）     円 

設計費関係（〇工区）     円 

合 計     円 

注）設計等に係る部分払いは完了時に限るので、対価の支払いの根拠とする
ため、業務完了時の年度に金額を記載すること。（※出来高算定は行いま
せん。）（以下本様式において同じ） 

注）実施設計は、建築確認を取得した単位ごとに設計図書を県に提出し、県
の確認を受けた部分について、業務完了時の年度に金額を記載するこ
と。（以下本様式において同じ） 
〇年度を各事業年度に変更して各年度の金額を記入すること。年度は必
要に応じて増減すること。（以下本様式において同じ） 

（略） 

様式 3-3-6 ※別添の Microsoft Excel の様式で作成してください。 

（略） 

入札価格内訳書(詳細) 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

１．県営住宅等整備業務費の内訳 

（１）総合事業計画・基本計画、実施設計 
項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

総合事業計画・基本計画     円 

実施設計     円 

合 計     円 

 
 
注）設計等に係る部分払いは完了時に限るので、対価の支払いの根拠とする

ため、業務完了時の年度に金額を記載すること。（※出来高算定は行いま
せん。） 

注）実施設計は、建築確認を取得した単位ごとに設計図書を県に提出し、県
の確認を受けた部分について、業務完了時の年度に金額を記載するこ
と。 
〇年度を各事業年度に変更して各年度の金額を記入すること。年度は必
要に応じて増減すること。（以下本様式において同じ） 

（略） 
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№ 頁 新 旧 

7  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53 

（２） 工事費関係（既存施設除却費、建替住宅建設費、共同施設整備費、仮

住居修繕費、その他）（工区単位） 

工事費関係（工区単位内訳） 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

工事費関係（〇工区）     円 

工事費関係（〇工区）     円 

工事費関係（〇工区）     円 

合 計     円 

（略） 
 
２．入居者移転支援業務費等（工区単位）の内訳 
（略） 

（２） 県営住宅等整備業務費（工区単位） 
 

県営住宅等整備業務費（工区単位

内訳） 
〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

県営住宅等整備業務費（〇工区）     円 

県営住宅等整備業務費（〇工区）     円 

県営住宅等整備業務費（〇工区）     円 

合 計     円 

（略） 
 
２．入居者移転支援業務費等（工区単位） 
（略） 
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№ 頁 新 旧 

7 54 ３．県営住宅等整備業務費（〇工区）の内訳 

（１）設計費関係（実施設計等、調査費等）（工区単位） 

注）添付資料として各項目の費用を積算し、その根拠を作成すること。また、
各項目には諸経費を含めて記載すること。 
人工、数量、単価、適用年度等、その根拠が明確であること 

 工区ごとに作成すること。ただし、工区分けしない項目や工区分けが複数
にまたがる工区は、初めの工区に計上し、その旨が分かるように示すこと。 
★を付している項目は、前金払の算定対象業務となります。 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

実施設計等 円 円 円 円 円

 既存施設除却設計費★ 円 円 円 円 円

  既存施設除却設計費（余
剰地部分を除く） 円 円 円 円 円

  既存施設除却設計費（余
剰地部分） 円 円 円 円 円

 既存施設除却工事監理費 円 円 円 円 円

 
基本計画（全体整備計画、
建替移転計画の策定及び建
替住宅等の基本設計）★ 円 円 円 円 円

 建替住宅設計費★ 円 円 円 円 円

 工事監理費 円 円 円 円 円

調査費等 円 円 円 円 円

 地質調査費 円 円 円 円 円

 電波障害調査費 円 円 円 円 円

 測量費 円 円 円 円 円

 周辺家屋調査費（事前） 円 円 円 円 円

 周辺家屋調査費（事後） 円 円 円 円 円

 事後対策費（電波障害対
策、周辺家屋補償等） 円 円 円 円 円

 各種保険 円 円 円 円 円

 性能評価取得費（設計・建
設） 円 円 円 円 円

 化学物質測定費 円 円 円 円 円

 各種申請手数料等 円 円 円 円 円

 その他（      ） 円 円 円 円 円

合 計 円 円 円 円 円

３．県営住宅等整備業務費（〇工区）の内訳 

（新設） 
 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

地質調査費 円 円 円 円 円

電波障害調査費 円 円 円 円 円

測量費 円 円 円 円 円

周辺家屋調査費（事前） 円 円 円 円 円

その他 円 円 円 円 円

既存施設除却設計費 円 円 円 円 円

 既存施設除却設計費（余
剰地部分を除く） 円 円 円 円 円

 既存施設除却設計費（余
剰地部分） 円 円 円 円 円

既存施設除却工事監理費 円 円 円 円 円

既存施設除却費 円 円 円 円 円

 既存施設除却費（余剰地
部分を除く） 円 円 円 円 円

  （内数）木杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）鉄筋コンクリ
ート杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）埋設物除却費 円 円 円 円 円

 既存施設除却費（余剰地
部分） 円 円 円 円 円

  （内数）木杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）鉄筋コンクリ
ート杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）埋設物除却費 円 円 円 円 円

建替住宅設計費 円 円 円 円 円

工事監理費 円 円 円 円 円

建替住宅建設費（〇号棟） 円 円 円 円 円

 建築本体工事費 円 円 円 円 円

 杭工事費（地盤改良を含
む） 円 円 円 円 円
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№ 頁 新 旧 

7 55 （２）工事費関係（既存施設除却費、建替住宅建設費、共同施設整備費、

仮住居修繕費）（工区単位） 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計

既存施設除却費★ 円 円 円 円 円

 既存施設除却費（余剰地
部分を除く） 円 円 円 円 円

  （内数）木杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）鉄筋コンクリー
ト杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）埋設物除却費 円 円 円 円 円

 既存施設除却費（余剰地部

分） 円 円 円 円 円

  （内数）木杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）鉄筋コンクリー
ト杭除却費 円 円 円 円 円

  （内数）埋設物除却費 円 円 円 円 円

建替住宅建設費（〇号棟）★ 円 円 円 円 円

 建築本体工事費 円 円 円 円 円

 杭工事費（地盤改良を含む） 円 円 円 円 円

 電気設備工事費 円 円 円 円 円

 空調衛生ガス設備工事費 円 円 円 円 円

 昇降機工事費 円 円 円 円 円

 駐車場整備費 円 円 円 円 円

 
外構工事（駐車場、擁壁、
道路工事及び共同施設を除
く） 円 円 円 円 円

 造成工事費 円 円 円 円 円

 高さ２ｍ超の擁壁 円 円 円 円 円

 道路工事費 円 円 円 円 円

 その他（諸経費等） 円 円 円 円 円

 
集会所の内装、設備工事
費（住棟に併設する場合の
み）（※） 円 円 円 円 円

 コミュニティルームの内
装、設備工事費（同上）（※） 円 円 円 円 円

※表続き 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

 電気設備工事費 円 円 円 円 円 

 空調衛生ガス設備工事費 円 円 円 円 円 

 昇降機工事費 円 円 円 円 円 

 駐車場整備費 円 円 円 円 円 

 
外構工事（駐車場、擁壁、

道路工事及び共同施設を除

く） 円 円 円 円 円 

 造成工事費 円 円 円 円 円 

 高さ２ｍ超の擁壁 円 円 円 円 円 

 道路工事費 円 円 円 円 円 

 その他（諸経費等） 円 円 円 円 円 

 
集会所の内装、設備工事費
（住棟に併設する場合のみ）

（※） 円 円 円 円 円 

 
コミュニティルームの内
装、設備工事費（同上）

（※） 円 円 円 円 円 

共同施設整備費 円 円 円 円 円 

 集会所（住棟と別棟の場合） 円 円 円 円 円 

 コミュニティルーム（同上） 円 円 円 円 円 

 コミュニティ広場 円 円 円 円 円 

 高さ２ｍ以下の擁壁 円 円 円 円 円 

 その他（諸経費等） 円 円 円 円 円 

仮住居修繕費 円 円 円 円 円 

周辺家屋調査費（事後） 円 円 円 円 円 

事後対策費（電波障害対策、周

辺家屋補償等） 円 円 円 円 円 

各種保険 円 円 円 円 円 

性能評価取得費（設計・建設） 円 円 円 円 円 

化学物質測定費 円 円 円 円 円 

各種申請手数料等 円 円 円 円 円 
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7 55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表続き 

注）添付資料として各項目の費用を積算し、その根拠を作成すること。また、

各項目には諸経費を含めて記載すること。（以下本様式において同じ） 
通常の範囲外の物価変動スライド適用のため、人工、数量、単価、適用年

度等、その根拠が明確であること。 
建替住宅建設費は棟単位で記載することとし、適宜欄を追加すること。 
その他に、SPC 関係費・その他経費を含めないこと。（以下本様式におい

て同じ） 

工区ごとに作成すること。ただし、工区分けしない項目や工区分けが複数

にまたがる工区は、初めの工区に計上し、その旨が分かるように示すこと

（以下本様式において同じ） 
★を付している項目は、前金払の算定対象業務となります。 

（削除） 
（※）集会所、コミュニティルームを住棟に併設する場合は、内装、設備工

事費を住戸と切り分けて算出した上で記載すること。（躯体費用は建築

本体工事費に含む。） 
（略） 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

共同施設整備費★ 円 円 円 円 円

 集会所（住棟と別棟の場合） 円 円 円 円 円

 コミュニティルーム（同

上） 円 円 円 円 円

 コミュニティ広場 円 円 円 円 円

 高さ２ｍ以下の擁壁 円 円 円 円 円

 その他（諸経費等） 円 円 円 円 円

仮住居修繕費★ 円 円 円 円 円

その他（      ） 円 円 円 円 円

合 計 円 円 円 円 円

※表続き 

 
 
 
 
 
 
 

 
注）添付資料として各項目の費用を積算し、その根拠を作成すること。（以下

本様式において同じ） 
  通常の範囲外の物価変動スライド適用のため、人工、数量、単価、その根

拠が明確であること。 
（新設） 
 
 
工区ごとに作成すること。（以下本様式において同じ） 
 
 
 

  建替住宅建設費は棟単位で記載することとし、適宜欄を追加すること。 
（※）集会所、コミュニティルームを住棟に併設する場合は、内装、設備工

事費を住戸と切り分けて算出した上で記載すること。（躯体費用は建築

本体工事費に含む。） 
（略） 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

その他（      ） 円 円 円 円 円 

合 計 円 円 円 円 円 
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7 56 ４．入居者移転支援業務費等（〇工区）の内訳 
（略） 
４.１．移転補償料等（〇工区）の内訳 
（略） 

（略） 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

民間賃
貸住宅
賃料等 

賃料 円 円 円 円 円

敷金(返還されない額) 円 円 円 円 円

更新料 円 円 円 円 円

仲介業者手数料 円 円 円 円 円

原状回復費 円 円 円 円 円

その他（      ） 円 円 円 円 円

民間賃貸住宅賃料等合計 円 円 円 円 円

４．入居者移転支援業務費等（〇工区）の内訳 
（略） 
４.１．移転補償料等（〇工区）の内訳 
（略） 

 
（略） 

項目 〇年度 〇年度 〇年度 〇年度 合計 

民間賃
貸住宅
賃料等 

賃料 円 円 円 円 円

敷金(返還されない額) 円 円 円 円 円

更新料 円 円 円 円 円

仲介業者手数料 円 円 円 円 円

原状回復費 円 円 円 円 円

民間賃貸住宅賃料等合計 円 円 円 円 円
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8 57 （様式 3-4-1） 

県営上溝団地特定事業 

〔施設計画に関する提案書〕 

 

 入札参加者 
番号 

 

（様式 3-4-1） 

県営上溝団地特定事業 

〔施設計画に関する提案書〕 

 
（新設） 

9 72 様式 3-7-2        用地活用の内容等 

 

※次の点に配慮して記載してください。【制限枚数：２枚】 
・民間施設等の整備における地域のまちづくりや周辺環境への配慮 

※ただし、特定事業契約終了までに県が確認できることが可能な提案に

限る。 

様式 3-7-2        用地活用の内容等 

 

※次の点に配慮して記載してください。【制限枚数：２枚】 
・民間施設等の整備における地域のまちづくりや周辺環境への配慮 

 ※ただし、PFI 事業期間中に県が確認することが可能な提案に限る。 

10 76 （様式 4-1） 

県営上溝団地特定事業 

〔事業提案書の概要（公表用）〕 

（略） 

（用紙サイズ変更※Ａ３） 

（様式 4-1） 

県営上溝団地特定事業 

〔事業提案書の概要（公表用）〕 

（略） 

（用紙サイズ変更※Ａ４） 

 

  



- 15 - 

資料名：別添資料４ 特定事業契約書（案）（ＳＰＣ用） 

№ 頁 新 旧 

2 33 （契約保証金等） 

第 72 条 

（略） 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４

項において「保証の額」という。）は、契約金額の 10％以上とし、有

効期間は本契約締結の日から別紙５の各業務の終了期限のうち最終

のものに当たる日までとする。 

 

（契約保証金等） 

第 72 条 

（略） 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４

項において「保証の額」という。）は、契約金額の 10％以上とし、有

効期間は本契約締結の日から別紙５の各業務の終了期限のうち最終

のものに当たる日までとする。。 

 

 

 


